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地震後の道路上ガレキ量の推定について 
 防災 

■ はじめに  X1：建物階数 X2：建ぺい率(%) X3：容積率(%) 
 X4：用途地域：住居地域:0.585，近隣商業地域-0.311  首都直下地震や中部圏・近畿圏直下地震など都市部を

襲う地震に対しては，地震後における社会等への影響の
大きいことから，緊急輸送道路等の早急な道路啓開が極
めて重要となる．このため，道路啓開等地震直後における
道路管理者の行動に関する計画づくりが必要となる． 

          商業地域:-2.585，準工業地域:1.155， 
          工業地域:2.857 
３．放置車両の量を予測する手法 
 震災時の放置車両の量の予測手法は検討例が少ない
ため，兵庫県南部地震時の航空写真を活用して発生状況
を調査した．放置車両の量は，兵庫県南部地震当日の１７
日午後の撮影と翌日１８日午前の撮影の写真を比較し，
同じ場所に同じ車両があれば放置車両と判別した．表－1
に結果を示す．地震発生が早朝のためあまり多くの放置
車両は発生していない． 

 本研究では，それらの計画づくりに必要な基礎資料とし
て，都市部を襲う地震を対象とし，緊急輸送道路等におい
て道路交通機能の低下をもたらす障害（震災ガレキ・放置
車両）やその程度を明確化するとともに，それらへの対処
方策を検討している．具体的には，兵庫県南部地震（阪
神・淡路大震災）の際に撮影された航空写真を判読するこ
とによって，沿道建築物等の倒壊によって幹線道路上に
生じた震災ガレキの発生状況と，放置車両の発生状況を
整理した．また，幹線道路上に発生する震災ガレキの発
生頻度や道路へのはみ出し幅，ガレキの量等の予測手法
の検討を行った． 

 
表－１ 航空写真判読による放置車両の発生状況 
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図－１ 計測と予測式の関係（ケース１） 

 
■ 活動内容 

路線 区間延長 台数 台数／延長

国道２号(直轄国道) 19.2km 52台 2.7台／km

山手幹線(主要地方道) 12.5km 78台 6.2台／km

 
■ 関連情報等（特許関係、施設） 

１．幹線道路上に発生した震災ガレキの実態整理  ガレキ発生の予測は家田仁，等１）の提案した以下のよう
な式があり、地区内の細街路を対象としてガレキ幅 a は
以下の式のように表される． 

 平成7年兵庫県南部地震の際に撮影された航空写真を
判読することによって，沿道建築物等の倒壊によって幹線
道路上に発生した震災ガレキの実態を整理した．震災ガ
レキが道路上にはみ出した幅や長さ等の情報や，倒壊建
物の属性（木造・非木造，低層・高層）等についてまとめた．
その結果，以下のことがわかった． 

a=2.32・X10.379+0.189・X22.23+4.41・X312.0  
 X1：建物全壊率=(全壊または大破の建築物)／（全建築 
   物-火災による損傷建築物－未調査・不明建築物） 
 X2：平均階層（建築延べ床面積／建築面積） 

1）幹線道路における道路長さあたりの震災ガレキの発生
頻度は，最大でも4(件/km)程度であり，細街路と比較して
相対的に低くなっている． 

 X3：建築密度（建築面積／宅地面積） 
参考文献 1) 阪神・淡路大震災における「街路閉塞現象」に着目

した街路網の機能障害とその影響，土木学会論文集1997.10 家

田仁，等  2）はみ出し長さは，非木造に由来する震災ガレキの方が
木造に比べて相対的に長い範囲にわたり分布している． 
3）はみ出し幅については，木造と非木造で大きな違いは
ない． 
２．幹線道路上の震災ガレキ量の予測式の作成 
 予測のために用途地域等の比較的入手しやすいデータ
を用い手検討した．震災ガレキ幅(a)の予測式は，回帰分
析により各変数の係数を算出し，式（１）のように設定した．
利用データは「建物階数」「建ぺい率」「容積率」「用途地
域」（都市計画総括図等より入手可能）である．相関係数R
は0.55となり改善の余地がある．（図－１参照） 
a=-3.479＋0.621･X1＋7.509･X2/100 
                 ＋0.607･X3/100＋X4 ･･･(１) 
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